
【令和５年度一般会計歳入決算の状況】

１　一般会計歳入決算額

依存財源の中で最も多いのは地方交付税で、125億2,445万6千円、全体の22.8パーセントを占めていま
す。

自主財源の中で最も多いのは、市民のみなさんから納めていただいた市税で、169億282万9千円、全体
の30.7パーセントを占めています。

歳入の構成比を見ると、市税など市が自主的に収入することができる自主財源は 214億6,419万3千
円、39パーセントとなり、国や県から交付される補助金や市債などの依存財源は、335億644万1千円、61
パーセントとなっています。

市税

169億282万9千円

(30.7%)

繰越金

2億8,760万円

(0.5%)

分担金及び負担金

6億2,736万4千円

(1.1%)

諸収入

10億1,286万4千円

(1.8%)

その他自主財源

26億3,353万6千円

(4.9%)

地方交付税

125億2,445万6千円

(22.8%)

国庫支出金

103億7,080万円

(18.9%)

県支出金

39億7,433万2千円

(7.2%)

市債

22億7,250万円

(4.1%)

その他特定財源

43億6,435万3千円

(8.0%)

歳入総額
549億7,063万4千円

依存財源
335億644万1千円(61.0%)

自主財源
214億6,419万3千円(39.0%)



決 算 額 決 算 額 (A)－(B)
(A) (B) (C)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 市 税 16,902,829 30.7 16,585,376 28.2 317,453 1.9 

2 地 方 譲 与 税 353,290 0.6 348,734 0.6 4,556 1.3 

3 利 子 割 交 付 金 6,280 0.0 7,191 0.0 △ 911 △ 12.7 

4 配 当 割 交 付 金 126,018 0.2 109,210 0.2 16,808 15.4 

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

138,251 0.3 78,594 0.1 59,657 75.9 

6 法 人 事 業 税 交 付 金 342,714 0.6 304,286 0.5 38,428 12.6 

7 地 方 消 費 税 交 付 金 3,104,175 5.7 3,145,951 5.4 △ 41,776 △ 1.3 

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 13,218 0.0 12,328 0.0 890 7.2 

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 3,138 0.0 617 0.0 2,521 408.6 

10 環 境 性 能 割 交 付 金 51,161 0.2 46,437 0.1 4,724 10.2 

11
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

86,817 0.2 87,294 0.1 △ 477 △ 0.5 

12 地 方 特 例 交 付 金 129,477 0.2 126,331 0.2 3,146 2.5 

13 地 方 交 付 税 12,524,456 22.8 12,176,232 20.7 348,224 2.9 

14 交通安全対策特別交付金 9,814 0.0 12,075 0.0 △ 2,261 △ 18.7 

15 分 担 金 及 び 負 担 金 627,364 1.1 597,765 1.0 29,599 5.0 

16 使 用 料 及 び 手 数 料 322,363 0.6 322,611 0.6 △ 248 △ 0.1 

17 国 庫 支 出 金 10,370,800 18.9 11,332,518 19.3 △ 961,718 △ 8.5 

18 県 支 出 金 3,974,332 7.2 3,841,595 6.5 132,737 3.5 

19 財 産 収 入 151,544 0.3 159,479 0.3 △ 7,935 △ 5.0 

20 寄 附 金 529,502 1.0 792,934 1.4 △ 263,432 △ 33.2 

21 繰 入 金 1,630,127 3.0 1,157,481 2.0 472,646 40.8 

22 繰 越 金 287,600 0.5 470,989 0.8 △ 183,389 △ 38.9 

23 諸 収 入 1,012,864 1.8 791,641 1.3 221,223 27.9 

24 市 債 2,272,500 4.1 6,263,600 10.7 △ 3,991,100 △ 63.7 

54,970,634 100.0 58,771,269 100.0 △ 3,800,635 △ 6.5 歳 入 合 計

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比　　　　　較

構成比 構成比 (C)/(B)



２　一般会計歳出決算額（目的別）

決 算 額 決 算 額 (A)－(B)
(A) (B) (C)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％
1 議 会 費 291,422 0.5 296,591 0.4 △ 5,169 △ 1.7 
2 総 務 費 4,425,107 8.1 4,876,763 8.4 △ 451,656 △ 9.3 
3 民 生 費 23,595,869 43.3 23,352,638 40.0 243,231 1.0 
4 衛 生 費 5,848,283 10.8 6,095,792 10.5 △ 247,509 △ 4.1 
5 労 働 費 57,230 0.1 58,426 0.1 △ 1,196 △ 2.0 
6 農 林 水 産 業 費 1,043,729 1.9 977,279 1.7 66,450 6.8 
7 商 工 費 716,748 1.3 1,236,191 2.1 △ 519,443 △ 42.0 
8 観 光 費 452,072 0.9 485,703 0.8 △ 33,631 △ 6.9 
9 土 木 費 6,022,471 11.1 5,994,111 10.3 28,360 0.5 
10 消 防 費 2,280,026 4.2 2,370,609 4.1 △ 90,583 △ 3.8 
11 教 育 費 3,855,146 7.1 6,826,789 11.7 △ 2,971,643 △ 43.5 
12 災 害 復 旧 費 125,573 0.2 48,840 0.1 76,733 157.1 
13 公 債 費 5,737,345 10.5 5,703,846 9.8 33,499 0.6 
14 諸 支 出 金 0  － 0  － 0  －

54,451,021 100.0 58,323,578 100.0 △ 3,872,557 △ 6.6 

歳出決算額を目的別にみると、最も大きな割合を占めるのが高齢者福祉や児童福祉などにあてられる
民生費で、235億9,586万9千円、全体の43.3パーセント、以降、道路等インフラ整備などにあてられる土木
費60億2,247万1千円（11.1パーセント）、保健や環境衛生、清掃などにあてられる衛生費の58億4,828万3千
円（10.8パーセント）、となっています。

【令和５年度一般会計歳出決算（目的別）の状況】

歳 出 合 計

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 比　　　　　較

構成比 構成比 (C)/(B)

民生費

235億9,586万9千円

(43.3%)

土木費

60億2,247万1千円

(11.1%)

衛生費

58億4,828万3千円

(10.8%)

公債費

57億3,734万5千円

(10.5%)

総務費

44億2,510万7千円

(8.1%)

教育費

38億5,514万6千円

(7.1%)

消防費

22億8,002万6千円

(4.2%)

商工費

7億1,674万8千円

(1.3%)

その他

19億7,002万6千円

(3.6%)

歳出総額
544億5,102万1千円



３　一般会計歳出決算額（性質別）

歳出決算額を性質別にみると、人件費、扶助費、公債費の義務的経費が、全体の54.0パーセントを占め、294
億238万9千円となっています。普通建設事業などの投資的経費は全体の6.9パーセントを占め、37億4,550万4
千円となっています。

【令和５年度一般会計歳出決算（性質別）の状況】

扶助費

139億8,352万円

(25.7%)

人件費

96億8,152万4千円

(17.8%)

公債費

57億3,734万5千円

(10.5%)

補助費等

81億3,347万3千円

(14.9%)

物件費

72億6,721万5千円

(13.4%)

繰出金

52億4,542万4千円

(9.6%)

普通建設事業費

36億1,917万1千円

(6.7%)

その他

7億8,334万9千円

(1.4%)

歳出総額
544億5,102万1千円

義務的経費
294億238万9千円(54.0%)



決 算 額 決 算 額 (A)－(B)
(A) (B) (C)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 9,681,524 17.8 9,933,957 17.0 △ 252,433 △ 2.5 

2 7,267,215 13.4 8,074,747 13.8 △ 807,532 △ 10.0 

3 369,072 0.7 331,808 0.6 37,264 11.2 

4 13,983,520 25.7 12,953,151 22.2 1,030,369 8.0 

5 8,133,473 14.9 8,508,368 14.6 △ 374,895 △ 4.4 

6 3,619,171 6.7 7,630,665 13.1 △ 4,011,494 △ 52.6 

(1) 補 助 事 業 費 1,710,199 3.1 1,656,489 2.8 53,710 3.2 

(2) 単 独 事 業 費 1,712,352 3.2 5,750,446 9.9 △ 4,038,094 △ 70.2 

(3) 事 業 負 担 金 196,620 0.4 223,730 0.4 △ 27,110 △ 12.1 

7 126,333 0.2 49,044 0.1 77,289 157.6 

(1) 補 助 事 業 費 87,600 0.1 38,654 0.1 48,946 126.6 

(2) 単 独 事 業 費 38,733 0.1 10,390 0.0 28,343 272.8 

8 0 0.0 0 0.0 0  －

9 0 0.0 0 0.0 0 #DIV/0!

10 5,737,345 10.5 5,703,846 9.8 33,499 0.6 

11 56,800 0.1 1,100 0.0 55,700 100.0 

12 231,144 0.4 95,057 0.2 136,087 143.2 

13 5,245,424 9.6 5,041,835 8.6 203,589 4.0 

54,451,021 100.0 58,323,578 100.0 △ 3,872,557 △ 6.6 

比 較

構成比

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

歳 出 合 計

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

貸 付 金

公 債 費

積 立 金

繰 出 金

投 資 及 び 出 資 金

失 業 対 策 事 業 費

構成比 (C)/(B)



４　各会計別の決算状況
　　一般会計ほか特別会計等の決算は次のとおりとなりました。
　（１）一般会計及び特別会計

（単位　千円）

歳入決算額
（Ａ）

歳出決算額
（Ｂ）

令和６年度への
繰越財源（Ｃ）

歳入歳出
差引残額

（Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ）

54,970,634 54,451,021 192,841 326,772

国 民 健 康 保 険 12,346,809 12,317,921 0 28,888

後 期 高 齢 者 医 療 3,601,288 3,536,773 0 64,515

介 護 保 険 15,236,090 14,796,938 0 439,152

観 光 交 通 対 策 637,195 586,517 0 50,678

土 地 取 得 55,348 52,083 0 3,265

会 計 名

特
　
別
　
会
　
計

一 般 会 計



　（２）企業会計
（単位　千円）

事業収益（税抜）
（Ａ）

事業費用（税抜）
（Ｂ）

当年度純利益
（△当年度純損失）

（Ａ）-（Ｂ）

資本的支出（税込）
（Ｄ）

（注1）

（注2）

（注3）

（注1）

（注2）

（注3）

企
業
会
計

会計名
資本的収入（税込）

（Ｃ）
差引

（Ｃ）-（Ｄ）

病院事業 8,695,250 8,876,915 △ 181,665 627,524 1,151,807

6,045,985

△ 524,283

水道事業 2,506,082 2,259,294 246,788 789,493 1,891,361 △ 1,101,868

資本的収入が資本的支出に不足する額524,283千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,097千円、過年度分損益勘定留保
資金523,186千円で補塡した。

資本的収入が資本的支出に不足する額1,101,868千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額106,421千円、繰越工事資金358千
円、建設改良積立金310,675千円及び過年度分損益勘定留保資金684,414千円で補塡した。

△ 1,556,482下水道事業 4,338,295 4,374,938 △ 36,643 4,489,503

資本的収入が資本的支出に不足する額1,556,482千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額211,692千円、減債積立金356,789
千円、過年度分損益勘定留保資金319,819千円及び当年度分損益勘定留保資金668,182千円で補塡した。


